空洞化が進む市町村の活性化
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・はじめに

現在、日本の地方都市では中心市街地の空洞化が進み問題となっている。郊外には、次々と大型ショッピングセンターが建設されており、このままではますます中心市街地には空き店舗などが増え空洞化は進む一方だろう。また、このような地方都市では、国が市町村合併を進めている地域が多く、広がる市域の総合的な活力の強化と少子高齢化などで空洞化が進む中心部の活性化という対立する問題を今後どのような対策を取り市街地に活力を取り戻すことができるのか考えてみたいと思う。

1章 中心市街地活性化とは
１－１　中心市街地活性化法
　　　１－２　中心市街地の必要性

2章 コンパクトシティ

２－１　コンパクトシティ

２－２　いま、何故コンパクトシティなのか

３章　コンパクトシティの具体的地域

　　　３－１　青森市の事例

　　　３－２　富山市の事例

　　　３－３　神戸市の事例

4章 　総論

　　　４－１　コンパクトシティを実現するには
　　　４－２　3都市の事例から見えるコンパクトシティの現状と課題

・１－１　

『中心市街地活性化法』の改正に伴い、改めて都市経営をするうえでの課題として中心市街地活性化が注目されている。今回の改正により、中心市街地活性化は、「中心市街地の都市機能の増進や経済活力の向上」と定義された。この定義からすると、中心市街地活性化とは、都市経営をするにあたり中心市街地をどう位置づけ、その都市経営を実現していくために必要な機能を構想・整備・活用していくということである。

　少子高齢化の進行など、都市を取り巻く経営環境がさらに厳しくなっていく中で、今後特に重要になる事業機会・就業機会の確保という政策テーマへの取り組みにおいて中心市街地をどう活用するか、その方向と方法を考え、確立することが重要な課題となっている。

· １－２

中心市街地は、歴史的には都市において「都市機能」を果たしてきた地域である。このような地域を活性化するということは、都市住民の生活の充実を実現し、ほかの地域では代替できない機能を充実させ、都市機能の必要性を高めることである。この取り組みは同時に新しい事業機能を創造するということであり、機能を充実するということは経済活力を向上することを意味する。つまりこれは、中心市街地をマーケティングするということにもなる。この時、中心市街地固有の機能であり、空洞化が進んでいる中心市街地をどう活性化させ、活用していくか、ということが都市経営上の課題として現れてくる。

また、中心市街地には、市民・行政の双方にとって必要性がある。市民にとっては、心理的要素として、多くの人々が中心市街地に住み、住民どうしの連携を充実させることにより生活の質を高めることが出来るというまちづくりの効果がある。経済的要素の面では、中心市街地を活性化させることにより、新産業の育成や交流人口を誘引のさせることができるなどの効果がある。さらに、構造的な要素としては、市街地が郊外拡散の限界の到来を迎え、今後訪れる恐れのある超高齢化社会でも維持が可能な暮らしの場を維持していかなければならないためやはり中心市街地は必要となってくる。
次に行政にとっての必要性としては、超高齢化社会の到来により人口が減少することにより、勤労世代が減少し福祉・医療サービスなど行政ニーズは増大する。これによりひっ迫した財政状況から市の経済基盤の確保や市街地をコンパクトにまとめることは街を維持するコストを減少させるうえで重要となってくる。
２章　コンパクトシティ
「過剰に広がりすぎた市街地をどのように捉えていくか」
・２－１　コンパクトシティ

今日のコンパクトシティの基本的な概念は、地域コミュニティーを重視し、中心市街地を中心として、既存の都市機能を効率よく活用した都市・まちづくりといった政策を指すものである。物理的には、時速4km、（人間が1時間で移動できる範囲）を基準にしたまちづくりを意味する。
また、商業にとどまらず交通、住宅、文化、教育、医療、福祉、環境、景観、防犯など、都市・街づくりに関わる事などが含まれる。つまり、「商」だけではなく「住」、「職」・「学」・「遊」などの機能を都市の中心部にコンパクトに集中させることで、中心市街地を活性化させ、スプロールを抑制させるというのが日本の政策である。この考え方は、

都市の拡大により可住地を増やし続け、人口を増大させる方策を取って来た従来の都市計画に対して見直しを迫る考え方である。
さらに、コンパクトシティが注目されるようになった背景には、1990年代より中心市街地の空洞化現象が各地で顕著に見られるようになったためである。日本の都市は高度成長期に拡大を続け、政策的にも郊外の住宅地開発が進められてきた。しかし、特に鉄道網の不十分な地方都市においては車社会に転換し、巨大ショッピングセンターが造られ、幹線道路沿線には全国チェーンを中心としてロードサイド型店舗やファミリーレストラン、ファーストフード店などの飲食店が出店し、競争を繰り広げるようになった。また商業施設のみならず公共施設や大病院も広い敷地を求めて郊外に移転する傾向が見られる。一方、旧来からの市街地は街路の整備が不十分で車社会への対応が十分でない場合が多い。昔から身近な存在であった商店街は、道路が狭く渋滞している、駐車場が不足している、活気がなく魅力ある店舗がないなどの理由で敬遠されて衰退し、いわゆるシャッター通りが生まれている。さらに、古い市街地は権利関係が錯綜しており、再開発が進まなかったことも一因である。
・２－２　いま、何故コンパクトシティなのか

　現代の日本の地方都市は上記のように、簡単には解決不可能な問題がある。

まず、地方都市が抱える利点には、市街地の周囲を豊かに取りまく農地や漁場、森林などが含まれてくることとなる。その固有のストックを破壊する形で、高度経済成長期以降の地方都市においては、フローが次々と生み出されていった。そのような中で、都市の拡大と農業政策は折り合いをつけてきた。しかし、この都市の形態上の境界面において、現在の農業経済は右下がりとなっている。都心の空洞化が叫ばれる中で中心市街地に対する様々な活性化策が検討される一方で、郊外の土地利用の拡大化傾向が依然として続いているという矛盾に対し、地方都市は確固たる基本策を打ち立てなければならないだろう。それは、総合計画や都市マスタープランにおいて、明確に提起される必要がある。そこで登場してくるのが「コンパクトシティ」である。
コンパクトシティにより期待される効果としては、まず、歩いて回れる都市づくりを基本としているため、都市内で自動車交通に依存せず資源エネルギーの節約につながる。また、拡大する都市開発を抑えるため自然・生態系の破壊を小さく抑えることができるという点がある。これらのことにより、活気ある都市の維持、持続ができ、地域の独自性が形成されることとなり、経済活動の面から見ても活性化されると考えられる。さらに、少子高齢化が進んでいく中、福祉や医療サービスに対応しやすくなるという効果も期待されている。
３章　コンパクトシティの具体的地域

札幌市、青森市、稚内市、富山市をはじめとした寒冷で多雪の都市と神戸市などがコンパクトシティを政策に取り組んでいる。青森市では郊外の発展により膨大な除雪費用が市の財政を圧迫するようになったことなどから、郊外にあった公営住宅を中心部に移転させるなど、郊外の開発を抑制して中心市街地の再開発に重点を置く施策を取り、成果を上げているという。

・３－１　青森市の事例

　青森市は世界でも有数の豪雪地帯であり、毎年除雪作業に莫大な経費を費やしている。その除雪しなければならない道路の距離は、過去10年間で約230ｋｍも増加しており、平成17年度は延べ約1,300㎞にもなっている。このため、まちが大きくなると、道路の除排雪の経費や、上下水道の整備など都市を運営する経費も大きくってしまう。
また、一方では、大型ショッピングセンターや公共施設が郊外部に建設されることにより人の流れが郊外に移り、青森市の「まちの顔」である中心商店街などの空洞化が深刻な問題となっている。
このような問題を解消するため、郊外開発を進めてきた従来の都市政策の反省に立ち、商業、職場、住宅、学校、病院など、様々な機能を都市の中心部にコンパクトに集中させることで都市の活力を保持しようと取り組んでいる。

（郊外開発抑制で除雪費用もコストダウン）
・３ゾーンで郊外開発を抑制

　青森市の試算によると、1970年から2000年の30年の間に、市街地中心部から郊外に流出した13,000人を受け入れるために要した行政コストは、道路や下水道などのインフラ整備など約350億円であった。これにより、市街地が拡大し、多大な行政投資を余儀なくされた。さらに、日本有数の豪雪地域として知られる青森市では、街が郊外へと拡大し、道路延長が増加した結果、毎年、除雪費に多額の費用を投じている。
　そこで、青森市は、増大する行政コストの削減、郊外のスプロール化や中心市街地の空洞化を食い止めるため、都市計画マスタープラン（平成１１年策定）において、
①市街地の拡大に伴う新たな行財政需要の抑制
②過去のストックを有効活用した効率的で効果的な都市整備
③市街地の周辺に広がる自然・農業環境との調和、を目指した「コンパクトシティの形成」
を都市づくりの基本理念に掲げ、都市整備を進めている。
　具体的には、市内を「インナー」、「ミッド」、「アウター」の３ゾーンに分類し、それぞれのゾーンごとに交通体系の整備方針を定め、まちづくりを進めている。原則、「アウター」と位置づけられたゾーンでは開発を行わず、学術、芸術、文化活動や、自然を楽しむレクレーションエリアとして維持している。
・進むまちなか移住
　青森市は同時に、中心市街地の活性化策にも力を入れている。平成13年１月に、青森駅前再開発によってオープンした地下１階、地上９階建てビル（「ＡＵＧＡ」アウガ）には、地下に生鮮市場、上層階に市の図書館、中間階に商業施設や公共施設が入居。利用者の増加に伴い、中心市街地に賑わいが戻ってきた。
　また、駅前再開発地区の一角にケア付きの高齢者対応マンションが完成するなど、近年、中心市街地のマンション建設が急増し、「交流できる、買い回れる、暮らせる」中心市街地が、徐々に再生されつつある。
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（「ＡＵＧＡ」アウガ）
・地権者の理解の問題

少子高齢化が進み、地方自治体の財政が一段と厳しさを増す中で、拡大路線を転換した青森市の方針は、地方自治体におけるまちづくりの大きな方向性となっている。しかし、自治体としては、郊外開発を抑制したくても、書類が整っていれば開発を許可しないわけにはいかず、開発を望む地権者などに対して、どのようにして理解を得ていくのかが今後の大きな課題となっている。

・コンパクトシティ対策後の青森市

　青森市がコンパクトシティ計画を実施する際に、事業の中核とした複合商業施設「アウガ」は、現在経営が悪化している。「アウガ」は、年に約52億円の売り上げを見込んでいたものの約27億円止まりとなっている。第３セクター「青森駅前再開発ビル」の経営は、純資産が2005年度の１億５千万円から2007年度は約2000万円まで減った。これらのことから後数年間で債務超過に陥ると見た第３セクターの筆頭株主である青森市は、債権を取得するなどしたが、これは事実上の公的資金の投入であり批判が出ている。

　まち中心部への居住に関しては、マンションの建設ラッシュもあり、1995年度に約2700人だった中心市街地の夜間人口は、2007年度には約3600人までに増え、市の担当課によれば着実にまち中心部への居住が進んでいるという。しかし、中心市街地の空き店舗は2001年度の38から2008年度は75と倍増している。特に駅から一歩離れたところでシャッターを閉じたままの店が多く、「アウガ」など駅のすぐ近くだけが変わったという声が出ているのが現状である。
　一方で、郊外型のショッピングセンターは、2005年以降、市の南部に５つ以上がオープンし連日多くの客を集めている。市は2006年に「特別用途地区」を設け、エリア内の1万平方メートルを超える集客施設の立地を制限したが、業者側は敷地を道路で区切ることで基準をクリアし、市最大規模の商業施設をオープンさせた。
　これらのことから、青森の再開発はまちなかへの居住が進んでいる点は評価できるとしても、効果はまだ限定的であり、多くの課題を残しているのが現状といえるのではないかと思う。

・３－２　富山市の事例

　富山市は富山県の中央に位置し、人口約42 万人の中核都市であり県庁所在市である。富山市はしばしば住みやすいまちの上位にランク付けされる。そのひとつの要因は土地が安く住宅が持ちやすいことである。富山市の住宅地価は８万円弱（㎡、平成12 年）と他の県庁所在市に比べて低く、逆に持ち家率は79.57％と県庁所在市の中では最も高くなっている。
このことから、自動車の普及率が1世帯につき1.5台と他の都市に比べ高く、市街地の拡散へと繋がっている。郊外への人口移動に伴い、商業・就業の場や生活関連施設も郊外に移動し、中心市街地は都市機能の空洞化が生じた。それは将来に市民の負担増や公共公益サービスの低下につながると懸念されている。
このような状況に対処するため、富山市では、特に公共交通重視計画、ＪＲ富山港線の民営化・ＬＲＴ化などに重点を置いたコンパクトシティづくりを進めている。
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（低床ライトレール「LTR」）
・ＬＲＴ導入によるコンパクトシティへの移行
　広がりすぎた都市を縮小し、市街地の郊外化や人口減少・少子高齢化を抑制しコンパクトシティを目指すことにおいて、公共交通の再生は重要な課題である。ＬＲＴ導入のきっかけとなったのは、北陸新幹線のＪＲ富山駅への乗り入れ決定し、平成18年度には、富山市の人口が増加したことが大きな要因だった。
　富山市は、中心市街地活性化の区域を、富山駅の南側に広がる東西2キロ、南北2.5キロのエリアと設定した。そして、この中心市街地の核となる地域に市内電車の環状線化し、利便性を増し、歩いて暮らせるまちを実現しようとしている。
　また、富山市は単にＬＲＴ化を進めるだけでなく市内循環バスなどの補助交通の充実にも力を入れている。これは、ＬＲＴとバスの接続を隣り合わせにすることや、なるべく自転車の利用を進めるために駐輪場の設置や自転車の車内持込みのなどの工夫もしている。さらに、今まで自動車を使っていた人にＬＲＴを利用してもらうために郊外では、各方面で駐車場の設置を増加させることや、都心での自動車の利用を規制するということも手段として考えられている。

　

・ＬＲＴの現状

　現在のＬＲＴの現状は新規利用が２割ほど増加している。2007度は開業効果が大きかったことと、平日昼の運賃を半額（100円）にしたため4900人が利用。また「チョロＱ」などのグッズ販売や広告収入も好調だった。現在は運賃を通常に戻し、利用者は５％ほど減少したが、それでも想定よりは多くなっている。
　ＬＲＴ利用者の内訳は、ＪＲからの継続利用者は平日利用者の47％。バスからの転換組は13％いたが、自動車からの転換組も12％、全くの新規利用者が21％もいた。買い物に利用する高齢者が以前よりもかなり増えている結果となっている。
　今後は、さらに富山駅の南側約１キロについても約２２億円かけて軌道を新設し、既存の路面電車とつないで環状線化する計画があるためますますまちなかの利用者は増えるのではないかと思う。
・３－３　神戸市の事例
神戸市は、人口約153万の都市で、観光都市・港湾都市・国際貿易都市・工業都市・産業・商業都市などさまざまな面を持ち古くから発展してきたが、都市の老朽化や人口減・高齢化などの問題を抱え活力低下が進んでいるところへ阪神・淡路大震災により大きな打撃を受けた。

この震災を機に、153万人の市民が生活する市街地は、大きく分けて、東部・中部・西部の3つの都市核を中心に、各都市の特性に合わせて自律し、生活に必要な都市機能を集積し、相互に連携することで機能を補完するコンパクトなまちづくりを進めている。
その中でも、西部の新長田界隈を中心とする地域は職人と商人が住む「昔ながらの神戸」であったが、比較的狭いエリアに生活施設が密集しており、歴史的資源も豊富であるが、震災では、建物を中心に最も大きな被害を受けた。現在は、復興事業が進み、下町情緒を残す街並みと、区画整理・再開発によって新たな景観を備えた地区との調和を目指し、地元住民が主体となったまちづくりが行われている。
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（阪神・淡路大震災での被害状況）
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　（震災後の長田区）

・新長田における中心市街地活性化
「高い空き店舗数」
新長田中心地の空き店舗の状況を見ると、325店舗中86店舗が空き店舗であり、空き店舗率は26.5％となっている。その中でも、最も空き店舗数が多い地区では、61.8％が空き店舗となっている。また、これに対して市街地周辺では大型商業施設が多く存在しているという状況になっている。
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「新長田中心市街地における年間小売販売額の推移」

	
	年間小売販売額

　　　　（百万円）
	1㎡当たり売上額

（円／㎡）

	平成11年度
	32,114（100,0％）
	1,034,600（100,0％）

	平成14年度
	24,968（77,7％）
	913,842（88,3％）

	平成16年度
	24,920（77,6％）
	740,212（71,5％）


　　　　（出典：商業統計）

このような状況に対し新長田は、中心市街地の快適な歩行環境を確保し回遊性を向上させるためにハード面での整備も行っている。この取り組みは、大きく以下の点で構成されている。
①商店街アーケードの整備

市街地にある多くの商店街をアーケードで連結することで、街全体を一つのモールと

する。
②歩行者デッキの整備

　新長田駅周辺に歩行者デッキを整備し、地下・地上・デッキの3つを連動させ人が

集まるまちとする。

③その他

　広域からの集客を図るため、公共交通と地元商業施設の両者の利用を促進するエコショ
ッピングなどの取り組みを進める。

· 新長田におけるコンパクトシティへ移行の具体例
「コンパクトタウン」

神戸市では、コンパクトシティへの移行に際してコンパクトタウンという考えを取り入れている。これは、神戸市独自の言葉である。コンパクトシティという場合は、 中小都市ならば一つのまちで完結するというイメージで捉えられるが、 政令指定都市では規模が大きく、 都市の中にいくつかのまちがあり、 それが連携してコンパクトシティになるという考えが分かりやすい。 そこで神戸市では、 コンパクトシティを構成する各地域の自律的な生活圏をコンパクトタウンとした。

具体的には、
①身近な生活の場において、日常の生活の大半の用が足せる。
②住民自身がその地域の自然や歴史、文化などの多様な魅力を発掘し、「わがまち」という意識を持ち、また地域に愛着を感じる。
③地域が抱える様々な問題の解決に向けて、地域の持つ魅力や資源を活かして、住民が主体的にまちづくり活動に参加する。
という内容である。

神戸市では、こうした、環境＝コミュニティー＝地域経済を通じて、その「コンパクトタウン」固有の価値（自然、歴史、文化、環境など）を高める取り組みが「コンパクトタウン」作りであり、それらが多重にネットワーク化しているのが「コンパクトシティ」という考えのもとまちづくりをしている。
　また、神戸市では、市街地の拡大を防ぐために市街化調整区域を65%とし、 さらにそのなかの90％については自然との共生ゾーンとしている。
・神戸市コンパクトシティづくりの課題

現在、神戸市は、これまでの都市づくりで、基礎的な生産・生活基盤の整備は整いつつある。これからは、市民の生活ニーズの多様化や高度化・超高齢化、地球環境問題の顕著化など時代の流れに沿った形で、福祉・教育・文化などのソフト面での都市づくりが必要となってくる。つまり、今後は、都市整備の視点を基盤整備からまちづくりへと移行していかなければならない。

また、神戸市は、近年の都市開発において郊外に新市街地が点在し、これまでの市街地の沖には海上都市が誕生した。この結果、複数の都市が島状に展開し、相互に補完しあうような状態になっている。しかし、都市部では、金融・業務などの中枢機能や商業中心性の低下がみられる。また、計画的に開発された郊外のニュータウンは、住むだけのまち（＝「消費者」だけのまち）というような面が出てきている。これらの課題を解決するために、都市の多核化や相互連携によるネットワーク型の都市の構築をさらに進めていく必要がある。
４章　総論

・４－１　コンパクトシティを実現するためには

　コンパクトシティの実現に向けては、その地域の特性や、人々のライフスタイルにより、多様な課題の発生が考えられる。このため、それぞれの市町村が個別的に展開するだけでなく、広域的な地域整備の課題として取り組んでいくことが重要となってくるだろう。これらの課題に取り組むには調査研究が必要となるため、国内外における課題への取り組み成果を活用しながら、その都市に相応しい対応策をみだしていくために、専門知識の連携・政策研究を継続が重要となってくる。

　また、国が各分野の連携をさらに進め、県や市町村への合同支援体制を確立することが求められる。都市再生は、極めて総合的な課題なので、国や都道府県、市町村は、従来の対応を改め、創造的な施策形成の能力を持つことが不可欠となる。

　さらに、自律的な都市社会の形成を目指した都市マスタープランの策定が必要となる。「都市マスタープラン」は、各市町村が策定する計画だが、国や県などの農業政策や国土行政との関わりの中で、市町村がマスタープランに主体性・独自性を盛り込むのは難しくなっているのが現状である。また、都市マスタープラン策定過程への住民参加も、市町村によって内実がまちまちの状態となっている。

　しかし、合理性と実効性のある都市マスタープランを練り上げ、コンパクトシティを目指した都市計画を展開していくには、住民が参加し、共通の都市のあるべき姿の認識を作っていくことが必要不可欠となってくる。今後は、各市町村間で情報を交換しながら、住民と行政の目指す都市像の形成に力を入れていく必要がある。そのためには、研究者や専門家、行政担当者の研究を蓄積し、それらを支えていくことが重要となってくるだろう。

4－２　3都市の事例から見えるコンパクトシティの現状と課題
　今回の論文では、3都市を事例に挙げて考察したが、コンパクトシティの実現にはどの地域もまだ課題が多く残っていると感じた。特に、現代のモータリゼーションの発達に伴い、コンパクトシティ化を行わなければならない多くの地方都市では自家用車がなくてはならないものとなっている。そのような地域ではたいてい郊外に広大な駐車ペースを持つ大型のショッピングセンターが次々とオープンしており連日多くの集客をしている現状がある。このように今後ますます勢いが増すと思われる車と郊外のショッピングセンターの関係に対し、公共交通機関の中心で歩くことがメインのコンパクトシティへの移行にはまだ時間がかかるのではないかと思う。

　また、青森市や、富山市などのまちなかへの居住が進んでいる地域でもコンパクトシティの効果は核となる施設の周辺で見られるだけで非常に限定的なものとなっている。そのため、中心市街地の中でもシャッターを閉じる店は依然として多く、この場合においても郊外の大型ショッピングセンターなどとの間に大きな違いが見られると感じた。
　最後に神戸市の事例からは、やはり大規模な都市のコンパクト化はすでに郊外がベッドタウンとして整備されていることもあり、コンパクトシティへの移行という問題は地方都市の場合と比べて、さらに難易度が増すのではないかと思う。しかし、神戸市のような大都市は、公共交通網が発達しているため、富山市の事例のように、公共交通機関を活かせばさらにコンパクトシティの実現ということにも近づくのではないだろうか。
　以上のように中心市街地活性化については、現在、国が成果を見込めるとして31道県の53市に対して補助金などの支援をすることを決定しているが、全国的には掛け声だけの地域も数多くまだ多くの課題を残しているのが現状ではないかと思った。
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